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 第１章 計画策定にあたって                

 

第１ 地域福祉計画のねらい 

 

１ 地域福祉の必要性                      

      近年、私たちの地域社会を取り巻く状況は、人口減少や少子高齢化、価値観や生活

様式の多様化などにより、これまで地域社会が果たしてきた助けあいや支えあいなど

の機能が低下し、地域住民同士のつながりが希薄になってきています。 

   新型コロナウイルスの感染拡大により、人と人との交流の場が制限され、地域活動

が収縮・停滞したことでより一層深刻さを増しています。 

   また、子どもや障がい者などに対する虐待、ひきこもり、高齢者・生活困窮者の孤

独死、犯罪の巧妙化など地域福祉をめぐる課題は複雑化・深刻化しています。生活に

困難を抱えながらも誰にも相談できず、適切な支援に結びつかないといったケースも

増加しており、これらの課題解決へ向けた取組が求められています。 

   こうした中で、公的なサービスだけでは対応が極めて難しい状況になっていること

から、地域における住民相互の助けあいや支えあいがますます重要な課題になってい

ます。 

   地域住民が地域の課題を「我が事」として捉え、人と人、人と資源が世代や分野を

超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をとも

に創っていく社会を目指す「※1地域共生社会」の実現が求められています。 

   また、個人や家族で抱える複合的課題への包括的な支援を行っていくため、関係機

関との協働体制の構築が重要になっています。 

   本市では、多様な取組を計画的に進めていくとともに、地域福祉の新たな※2ニーズ

に対応するため、成年後見制度の利用の促進に関する計画と、再犯の防止等の推進に

関する計画を整備していきます。 

   福祉・介護・保健・医療などが連携・協力し、その人らしい生活を送ることができ

るよう地域福祉体制の構築に向けて取り組み、子どもから高齢者まですべての住民同

士が助けあい、支えあいながら暮らせるまちづくりを実現させるため『第５期伊達市

地域福祉計画』を策定いたします。 

 

 

 

 

 

                                                                                
※1 地域共生社会：誰もが住み慣れた地域で生きがいをもって暮らし、共に支えあう社会のこと。 

※2 ニーズ：要求、必要、需要 



- 2 - 

 

２ 地域福祉とは                         

  

「地域福祉」とは… 

市民の積極的な参加のもとで、  

行政、自治会、社会福祉協議会、事業者、 ※1 ボランティア・※2NPO など 

地域の中で多様な主体が相互に協力しあい、 

全ての人が地域社会の一員として、尊厳をもって地域で暮らして 

いけるように自らの地域の個性ある福祉をつくり上げること。  

 

地域福祉を推進する基本的な考え方は、住み慣れた地域や家庭の中で、安心して 

その人らしい自立した生活を営むことができるようにお互いの生活上の課題を認識し、

より一層のコミュニティを発展させ、共に生きる社会づくりを進めることです。 

 

 

 

 

 

            参加        問題の発見                     参加        問題の発見 

                        ・解決                                   ・解決 

                                                            

 

 

 

 

                             

 

                             

                                

                                 

                                

 

                                      

 

 

                                                                                
※1 ボランティア：自主的に社会事業などに参画し、奉仕活動をする人 

※2 NPO：政府・自治体や私企業とは独立した存在として、市民や民間の支援のもとで社会的な公益活動を行う組織・ 

団体のこと。特定非営利活動法人・非営利団体などを指す。 

すべての市民（高齢者・障がい者・児童を含む）  

 

 
自治会 

関係団体 

NPO法人 

 

社会福祉協議会  

 
社会福祉施設 

 

 行政機関  
 

 医療機関 
 

 事業者  

 ボランティア  
団体・個人  

民生委員  
児童委員  

 

地域福祉ネットワーク 

（概念図） 

（多様な社会資源） 
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○自助・互助・共助・公助のバランス  

 

地域福祉を推進するためには、行政だけでなく、市民や団体、事業者もそれぞれの役

割を果たしながら連携することが大切です。 

  市民の身近な地域に基盤をおいて、自らの力や家族の力で問題解決を図る「自助」、住

民同士の支えあい・助けあいといった「互助」、社会保障や介護保険サービスなどで支

えあう「共助」、行政による公的な支援や福祉サービスを提供する「公助」が必要にな

ることから、「自助・互助・共助・公助」を重層的に組み合わせた取組を推進すること

が重要です。 

   また、「互助」「共助」も相互的に支えあっているという観点で共通しており、一体

性があると考えられるため、「互助・共助」と記載することとします。 

 

 

▷▷▷ 地域福祉のイメージ ◁◁◁ 

 

                   （自助） 

                                    市    民 

                                     市民参加 

 

 

                                 ※1協 働  

                              地域に関わる全ての人が 

                             協力しあって課題に取り込む       

     （公助）                    （互助・共助） 

行    政                     住民同士・社会保障・社協・民生委員等  

      公的福祉サービスの充実                        福祉サービスの提供等 

                   

 

 

 

 

 

 

                                    
※1 協働：複数の主体が、何らかの目標を共有し、共に力を合わせて活動すること。 
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第２ 計画の位置づけ 

 

１ 法に基づく地域福祉の推進                   

本計画は、＊１)社会福祉法第 107 条の規定に基づく行政計画で、地域福祉を総合的

に推進するための基本理念や基本目標を定めるものです。 

 

２ 各計画との関係                        

本計画は、「第７次伊達市総合計画」を上位計画とした地域福祉を推進する計画で、 

基本理念や基本目標、今後の取組方策を示したものです。 

   総合計画に掲げる本市の将来像“みんなが豊かさを感じられる市民幸福度最高のま 

ち”を推進するため、高齢者や障がい者、子ども・子育て世代など福祉分野において策

定している個別計画の上位計画として位置づけます。 

また、本計画は、＊2)成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく「市町村成 

年後見制度利用促進計画」と、＊3)再犯の防止等の推進に関する法律に基づく「地方 

再犯防止推進計画」を包含しており、地域福祉と連動させて推進していくものです。 

 

    ＊１)【社会福祉法（抜すい）】 

 

（市町村地域福祉計画）（平成30年４月施行） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める

計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通

して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第1項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事

項 

 ２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、

地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるもの

とする。 

 ３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価

を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更

するものとする。 
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※2)【成年後見制度の利用の促進に関する法律（抜すい）】 

（市町村の講ずる措置）（平成28年５月施行） 

第十四条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう

努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

 

※3)【再犯の防止等の推進に関する法律（抜すい）】 

 （地方再犯防止推進計画）（平成28年12月施行） 

 第八条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村

における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画を定めるよう努めなければなら

ない。 

 

▷▷▷ 地域福祉計画の位置づけ  ◁◁◁ 

 

 

 

総合計画（基本構想・基本計画）         

        

        

  

  

  

  
地域福祉計画 

 

   

 

 

 

 

 

 

            

 

 

連携   社会福祉協議会 

 

 

 

分 

野 

別 

個 

別 

計 

画 

高齢者保健福祉計画 

介護保険事業計画 

  

     

 

 
地域福祉実践計画 

     
     
    

   
相互補完 

 

 

     

子ども・子育て支援事業計画  
 

○基本理念 

障がい者計画 

障がい福祉計画 

   

○基本目標 
  

 
        支援 

 
 

 

健康づくり伊達21  

    
 

伊達すこやか親子21  

              など  

     

 

 

 

地域福祉支援計画 

北海道 

成年後見制度の利用の促進に関する

法律に基づく市町村計画・地方再犯

防止推進計画を包含 



- 6 - 

 

○ 保健福祉分野の個別計画 

区分 計 画 の 呼 称 計画期間 根  拠  法 担当部署 

法 

 

定 

 

計 

 

画 

伊達市高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画（第9期計画） 

2024～2026 

（３か年） 

老人福祉法 

介護保険法 
高齢福祉課 

第2期伊達市子ども・子育て支援

事業計画 

2020～2024 

（５か年） 
子ども・子育て支援法 子育て支援課 

第4期伊達市障がい者計画 
2024～2028 

（５か年） 
障害者基本法 社会福祉課 

第7期伊達市障がい福祉計画 
2024～2026 

（３か年） 
障害者総合支援法 社会福祉課 

第3次健康づくり伊達21 
2024～2035 

（12か年） 
健康増進法 健康推進課 

第2次伊達すこやか親子21 
2016～2024 

（９か年） 

母子保健法（関連法

令） 
健康推進課 

 

① 社会福祉協議会「地域福祉実践計画」との連携  

   「地域福祉実践計画」は、地域福祉の推進に中心的な役割を担う社会福祉協議会が、

地域住民や福祉団体、関係機関などと協働し、地域共生社会の実現に向けて具体的な事

業や運営方針を定めた計画です。 

   伊達市社会福祉協議会では現在、「第６期地域福祉実践計画」を策定しており、計画

期間は 2021（令和 3）年度から 2024（令和 6）年度までの４年間となっています。 

   本計画は社会福祉協議会と※1 協調・連携しながら「地域福祉実践計画」と一体的に

推進していきます。 

 

② 北海道「地域福祉支援計画」との関係  

北海道が策定する「地域福祉支援計画」は、社会福祉法第 108 条の「都道府県地域

福祉支援計画」として規定されており、各市町村の地域福祉計画が達成されるために、

広域的な観点から、地域福祉の推進の支援に関する事項を一体的に定めた計画です。 

計画期間は 2024（令和６）年度から 2029（令和 11）年度までの 6 年間となっ

ています。 

   本計画は「地域福祉支援計画」を※2 指標にしながら、策定を取り進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

                                                                                    
※1 協調：立場などの異なるもの同士がお互いに協力し助けあうこと。 

※2 指標：状況を判断する際や、物事を評価する際に基準となる目印のこと。 
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第３ 計画の期間 

 

本計画は、2024 年度から 2028 年度までの５か年計画とします。 

      国や道の動向、社会情勢、福祉関連制度の改正、市民のニーズの変化など必要に応じ

て計画の見直しを進めることとします。 

 

 

 

2019 

 

 

2020 

 

 

2021 

 

 

2022 

 

 

2023 

 

 

2024 

 

 

2025 

 

 

2026 

 

 

2027 

 

 

2028 

 

 

                                     

       第４期伊達市地域福祉計画       第５期伊達市地域福祉計画 

 

 

 

 

               第７次伊達市総合計画 

                  （2019 年度～2028 年度） 
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 第２章 伊達市の現状                    

 

第１ 人口・世帯 

１ 人口・世帯                         

  伊達市の人口は、2000 年（平成 12 年）までは増加傾向にありましたが、それ以

降は減少傾向にあり、2023 年（令和５年）３月３１日現在で３２,１１８人となって

います。長期の人口減少過程に入った状況で依然として少子・高齢化が進んでおり、

今後も減少すると予想されます。 

世帯数についても微減傾向が続いており、今後も同様の傾向が続くと思われます。 

 

人口・世帯の推移（各年 3 月 31 日現在）

 
  〈資料〉住民基本台帳 

２ 地区別人口                          

  地区別の人口推移は、全地区で微減傾向を示しております。 

地区別人口の推移（各年 3 月 31 日現在） 

 
                               〈資料〉住民基本台帳 
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３ 年齢別人口                          

  年齢別の人口は、男性は 70～74 歳が 1,428 人で９.５８％、女性は 85 歳以上が

1,679 人で９.７５％と最も多くなっています。 

 

５歳階層別・男女別の人口構成割合（2023 年 3 月 31 日現在） 

 
                              〈資料〉住民基本台帳 

４ 世帯構造                           

  核家族化や少子化が依然として進んでおり、１世帯当たり平均世帯人員は年々減少

傾向にあります。 

      1 世帯当たり平均世帯人員の推移 

〈資料〉国勢調査の一般世帯数（2023 年は住民基本台帳） 
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第２ 社会福祉施設 

 

 伊達市の主な社会福祉施設などの状況は、次のとおりです。 

 

主な社会福祉施設等一覧 

１ 高齢者関係施設 

事   業   名 施   設   名 箇所数計３２ 

養護老人ホーム 潮香園 １ 

特別養護老人ホーム 
喜楽園 ひまわり サテライトひまわり  

なごみの里 おおたきの杜 
５ 

有料老人ホーム（特定施設） チエロだて さらさ伊達 ２ 

ケアハウス 
伊達ぷらいむ館 クアリゾート 453 

セイントヒルズ 
３ 

デイサービスセンター 

喜楽園 ひまわり つくし 

セイントヒルズ ともあれ きたえるーむ 

心温 パライソ 

8 

在宅介護支援センター ひまわり 北湯沢 ２ 

介護老人保健施設 
プライムヘルシータウン湘南 

セイント・ヴィレッジ 
２ 

介護医療院 セイント・ヴィレッジ 1 

デイケアセンター プライムヘルシータウン湘南 ソエル おりーぶ 3 

グループホーム アウル こもれび ねねむ 桜香 SORA ５ 

２ 障がい者関係施設 

事   業   名 施   設   名 箇所数計３６ 

障害者支援施設 
優徳荘 大滝学園 伊達リハビリセンター 

太陽の園 
４ 

障害福祉サービ

ス事業所 

（訪問、相談支

援サービスを除

く） 

生活介護 

優徳荘 伊達リハビリセンター 

大滝学園 太陽の園 

ワークセンターえるむ ふみだす 

第２ふみだす 喜楽園  

８ 

短期入所 

優徳荘 大滝学園 伊達リハビリセンター 

太陽の園 サポートじゃんぷ 

あかり i・box 

７ 

共 同 生 活

援助 

だて地域生活支援センターらいむ・ぴいす・ 

ぷらす・らいと ゆうゆう サポートじゃんぷ 
６ 
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宿 泊 型 自

立訓練 
i・box 旭寮 ２ 

自立訓練 

（生活訓練） 
i・box １ 

就 労 継 続

支援 A 型 
伊達の風 １ 

就 労 継 続

支援Ｂ型 

ワークセンターえるむ ふみだす 伊達の風 

第２ふみだす i・box 

言泉学園湘南しいたけ まめた 

７ 

３ 障がい児関係施設 

事   業   名 施   設   名 箇所数計１０ 

障害児入所施設 太陽の園 １ 

障害児通所 

支援事業所 

放課 後等 デ

イサービス 

あいあいＲＯＯＭ まぁぶる まぁぶるキッズ 

ほみぃくらぶだて 
４ 

児 童 発 達

支援 

あいあいＲＯＯＭ まぁぶる まぁぶるキッズ 

ほみぃくらぶだて 
４ 

児童心理治療施設 バウムハウス １ 

４ 児童福祉施設 

事   業   名 施   設   名 箇所数計２５ 

保育所 

ふたば保育所 ひまわり保育所 つつじ保育所 

くるみ保育所 伊達保育所 うす保育所 

大滝保育所 虹の橋保育園 

８ 

児童厚生施設 旭町児童館 なないろ児童館 山下町児童館 ３ 

子育て支援センター えがお おひさま くろーばー ３ 

放課後児童クラブ 

うめのこ さくら あやめ 第１やまびこ 

第２やまびこ 第３やまびこ ほしのこ 

かぜのこ きたのこ ながわ おおたき 

１１ 

５ その他の施設 

事   業   名 施   設   名 箇所数計６ 

生活館 有珠生活館（通称：オタサム） １ 

相談支援事業所 

伊達市障がい者総合相談支援センター「あい」 

胆振圏域障がい者総合相談支援センター「るぴなす」 

どんぐりころころ 

伊達市地域包括支援センター 

相談支援事業所ハンド 

５ 

〈資料〉伊達市健康福祉部 
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第３ 民生委員・児童委員 

 

伊達市民生委員児童委員協議会（以下「民児協」という。）の定員数は、民生委

員・児童委員７８名と主任児童委員１０名（各地区２名）の計８８名となっています。 

また、民児協は５つの地区に組織され、４つの部会を組織し活動しています。 

民生委員・児童委員の相談・支援件数及び活動件数は下図のとおりで、相談・支援

は日常的な支援に関することが多く、活動においては調査・実態把握、民児協の運

営・研修が多い状況となっています。 

 

民生委員・児童委員数（2023 年度）           部 会 等 

地     区 委 員 数  高 齢 者 部 会 

東 地 区 民 児 協 ２０名  児 童 部 会 

南 地 区 民 児 協 ２０名  しんしょう者部会 

北 地 区 民 児 協 １７名  広 報 委 員 会 

西 地 区 民 児 協 ２０名   

大滝地区民児協  ９名   

合     計 ８６名   

（令和 5 年 7 月現在） 

2022 年度民生委員・児童委員の相談等活動状況 

  

〈資料〉伊達市健康福祉部 
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第４ 社会福祉協議会 

社会福祉協議会は、地域住民やボランティア、福祉、医療、教育などの関係者や行政

機関の参加・協力のもと、地域の方々が住み慣れたまちで安心して生活することができ

る「福祉のまちづくり」の実現を目指した様々な活動を行い、地域福祉の推進に取り組

んでいます。社会福祉協議会は民間団体ですが、社会福祉法に位置づけられています。

（市町村社会福祉協議会、都道府県社会福祉協議会及び政令指定都市の区社会福祉協議

会、全国社会福祉協議会） 

また、本市では連合自治会を単位として、地区社会福祉協議会が市内１２地区に設置

されています。 

地区社会福祉協議会は、地域内の自治会などの地縁組織を中心とした各分野の団体や

住民の皆さんにより構成されており、身近な住民福祉活動の基盤として、地域の生活課

題や困りごとに対応し、住民の支えあいによる住みよい地域づくりを進めています。 

 

伊達市社会福祉協議会の主な活動 

１ みんなで支える地域づくり 

地区社会福祉協議会やその構成員である※1 福祉委員が活動しやすい土壌づくりや

事業実施のきっかけづくりなどを行うことにより、活動の推進に取り組んでいます。 

また、市民自らの力によるコミュニティづくりへの支援や、年齢、性別、障がいの

有無などに関わらず、すべての人が積極的に社会参加できる機会の提供を図っていま

す。 

２ 地域福祉の担い手づくり 

地域住民が積極的にボランティア活動に参加できる取組を進めるとともに、ボラン

ティア活動や市民活動を担う人材の発掘・育成に努めています。 

また、ボランティアに関する情報の収集と発信、各関係団体などとの連携を強化し、

ボランティアセンターの機能の充実を図り、やりがいのある活動の場の提供を進めて

います。 

さらに、大規模災害が発生した場合は「災害ボランティアセンター」を立ち上げ、

ボランティアの受け入れや調整を行い、ニーズを把握し、被災者支援に取り組みます。 

３ その人らしい生活を支えるための福祉サービスの提供 

多様化・複雑化した課題に対応するために、住まい・医療・介護・予防・生活支援

が一体的に提供される※2 地域包括ケアシステムを構築し、行政をはじめとした関係

機関や地域の組織などと連携しながら総合的な支援の体制づくりを進めていきます。 

また、総合的な相談窓口の役割を担い、多様なニーズに対応した福祉サービスを提

供していきます。 

４ 地域に信頼される運営のための組織づくり 

社協だよりやホームページなどを通して、地域への情報を定期的に発信し、活動や

地域福祉への理解・協力の意識啓発に取り組んでいます。 

また、地域住民や各種団体の運営支援、地域福祉の充実発展に功績のあった個人や

団体への表彰などを通して、市内の福祉活動のさらなる促進を図っています。 
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第５ 自治会 

 

本市では、自治会活動や市民活動が活発に行われていますが、近年における人口の

減少や市民意識の変化などにより、自治会の加入率は年々低下傾向にあります。 

２０２３年（令和５年）では、６２.３７％となっています。 

自治会は、身近な地域の支えあい活動や災害時における※3 避難行動要支援者情報

の把握・収集など地域の様々な生活課題に取り組んでいます。 

 

                                   自治会加入世帯数 

                                   住民基本台帳世帯数 

自治会加入率の推移（各年 4 月 1 日現在） 

 

〈資料〉伊達市総務部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          
※1 福祉委員：地域において、福祉問題の発見や福祉情報の伝達、近隣の協力者の開拓や近隣住民と当事者の結びつけなど、 

自治会役員や民生委員・児童委員と協力して要支援者見守り活動や地域生活支援活動を行う協力者で、社会福祉協議

会から委嘱されている人 

※2 地域包括ケアシステム：高齢になっても住み慣れた地域で生活を続けることができるよう「医療」「介護」「介護予

防」「生活支援」「住まい」という 5 つのサービスを不自由なく一体的に提供する地域の支援体制のこと。 

※3 避難行動要支援者：高齢者や障がい者のうち、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に自ら避難することが

困難な人で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を必要とする人 
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第６ ボランティア・ＮＰＯ 

 

   市内のボランティア活動状況については、２０１９年度（平成３１年度）から２０

２２年度（令和４年度）まで少しずつ減少傾向にあります。 

   ＮＰＯ法人登録数は、全道的に増加の一途をたどっており、本市においても微増傾

向にあります。 

市内のボランティア登録団体数 

                                        （団体） 

 
２０１９年度 

（平成３１/令和元） 

２０２０年度 

（令和２） 

２０２１年度 

（令和３） 

２０２２年度 

（令和４） 

２０２３年度 

（令和５） 

団 体 数 ４２ ３８ ３６ ３３ ３４ 

〈資料〉伊達市社会福祉協議会 

 

道内・市内のＮＰＯ法人登録数 

（団体） 

 
２０１９年度 

（平成３１/令和元） 

２０２０年度 

（令和２） 

２０２１年度 

（令和３） 

２０２２年度 

（令和４） 

２０２３年度 

（令和５） 

北海道内 １,９９０ ２,０４７ ２,１０７ ２,１７１ ２,２２６ 

伊達市内 １８ １８ １９ ２０ ２１ 

〈資料〉北海道環境生活部、伊達市総務部 

 

市内のＮＰＯ法人の数及び種別（2023 年 4 月 1 日現在） 

 
                               〈資料〉伊達市総務部 
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 第３章 基本理念                      
 

地域福祉を推進するにあたっては、明確な理念があってはじめて市民と行政、社会福

祉協議会などが、ともに手を携え、まちづくりに取り組むことができるといえます。 

     基本理念は、計画全体を貫く指針となるものであり、これからの福祉のまちづくりの 

  方向性を示すものです。 

    本計画は、第７次伊達市総合計画で定める市の将来像 「みんなが豊かさを感じられ

る市民幸福度最高のまち」 の方針を受け、第４期計画の基本理念を ※1 踏襲し、心身と

もに健康で住民同士が支えあい、助けあいながら、誰もが心豊かに安心して生涯を過ご

すことができる地域福祉体制を構築するため、次のとおり基本理念を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

        

          

 

 

 

 

 

伊達市は、この基本理念に基づき市民と行政、社会福祉協議会、事業者などが連携し、

それぞれの役割に基づく協働を進めながら、誰もが生きていることを実感できる、人に

やさしいまちづくりを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         
※1 踏襲：それまでのやり方を受け継いでその通りにやること。 
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 第４章 基本目標                       

基本目標は、地域福祉推進のキーワードとなるもので、取組の方向性を示すものです。 

   基本理念の実現に向けて、市民と行政、社会福祉協議会、事業者などが連携して地域

福祉を推進していくため、第４期計画の基本目標を踏襲し、取組を進めます。 

 

         参加と交流による安全・安心な地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

                    

        地域福祉の担い手づくり 

           

 

 

 

 

           

    多様なサービス提供の仕組みづくり 

                

 

 

 

 

 

        地域福祉ネットワークの体制づくり 

         

 

 

 

                                                                                    
※1 ネットワーク：本計画では、人と人とのつながり、人脈などを指す。 

高齢者や障がい者などの自立した生活を地域が支えていくた

め、見守りや日常生活の支援が欠かせません。 

住み慣れた地域で安全・安心に生きいきと暮らせるよう、社会

参加を促して交流やふれあいを深めるとともに、自主防災活動や

避難行動要支援者の避難支援の手助けを地域とともに行うことが

できる組織体制づくりを進め、市民が互いに尊重しあい、支えあ

い、助けあう、人にやさしい地域づくりを目指します。 

地域福祉を推進するためには、活動の担い手が広がる仕組みが

必要です。福祉意識の醸成はもとより、市民活動やボランティア

活動を担う人材を確保・育成するとともに、市民の自主的な活動

を広げていくための支援や※1 ネットワーク化を図るなど、市民が

生きがいをもって社会参加できる基盤づくりを目指します。 

福祉ニーズが多様化している今日、市民が身近な地域で必要な

サービスが利用できるよう、地域包括ケアシステムの構築を進

め、効果的な情報提供や相談支援体制を整え、利用者が自分に合

ったサービスを選択し、安心して利用できるサービス提供の仕組

みづくりを目指します。 

地域における福祉ネットワークを核として、子どもや高齢者、

障がい者などを見守る組織づくりを目指すとともに、ボランティ

ア団体や当事者団体、行政関係機関など相互の連携強化とネット

ワークづくりを目指します。 
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 第５章 計画の推進にあたって               
 

地域福祉計画を推進していくためには、市民、各種団体、市など多様な主体が、お互

いの責任と役割を果たしながら、計画の実現に向けて協働して取組を進めていくことが

必要です。SDGs（持続可能な開発目標）を踏まえながら各個別計画の着実な推進と連

携を図り進めていくこととします。 

 

第１ 計画の推進 

１ 協働による推進体制の構築                   

(1) 市民の役割 

        市民は、福祉サービスの利用対象者であるとともに、地域福祉の担い手として期待

される立場にあります。 

     市民一人ひとりが地域社会の一構成員として福祉を担うという意識を持ち、個人の

知識や技術を生かして地域活動やボランティア活動などに主体的に取り組みます。 

(2) 地域の役割 

        地域やボランティアには、互助・共助の力を高めることが期待されています。 

    自治会や社会福祉協議会などは、それぞれの活動を実施することのほか、他団体と

連携協力することで、地域で行われる福祉活動を一層強化し充実させていきます。 

    (3) 事業者の役割  

        サービス事業者は、利用者の立場に立って質の高いサービスを提供することが期待

されています。サービスの提供によって利用者の自立を支援するほか、サービス内容

の情報提供や利用者の権利擁護など、サービスが利用しやすい環境づくりに努めます。 

    (4) 市の役割  

        市には、地域福祉を推進するため福祉施策を総合的に実施する責務があります。こ

のため、福祉以外の様々な分野に関係する部局も含めた庁内の連携を図ります。 

    また、関係機関や各種団体、事業者などから情報収集を行い、市民ニーズや地域の

実情に配慮した施策を進めます。 

        各種団体やボランティア活動を促進するとともに、関係機関や各種団体等との相互

の連携協力に努めます。 

２ 計画の見直しと外部連携                    

庁内組織の「伊達市地域福祉計画策定会議」を中心として各個別計画との必要な調整

を行うほか、国や道などの動向、社会情勢、福祉関連制度の改正、市民ニーズの変化な

ど、必要に応じて計画内容の見直しを進めるものとします。 

   また、地域福祉を推進するにあたって、市単独では解決困難な課題や広域的な対応が

より効果的な問題などについては、国や北海道あるいは近隣市町との連携のなかでその

解決を目指します。 
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第６章 計画の内容                      

 

○ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 参加と交流による安全

・安心な地域づくり 

１ 市民の交流促進 (１)ふれあいの場と機会づくり 

(２)高齢者・障がいのある人 

や子どもと地域との交流推進 

３ 安全で安心な環境づくり 

(１)高齢者・障がいのある人

の地域生活支援 

(２)高齢者の生きがいづくり

の支援 

(１)自主防災活動の推進 

(２)避難行動要支援者支援の 

環境づくり 

(３)ユニバーサルデザインの 

推進 

(４)安全な生活環境の創出 

(５)愛のりタクシーの普及及

びバス路線の維持・再編 

(６)高齢者等向け住宅の確保 

２ 高齢者や障がいのある

人の社会参加の促進 
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第２ 地域福祉の担い手づく

り 

１ 福祉意識の醸成と啓発 (１)福祉教育の推進 

(１)地域ボランティア活動の 

充実 

(２)NPO活動の支援促進 

２ ボランティアなどの育成・ 

  支援 

第３ 多様なサービス提供の

仕組みづくり 

１ 情報提供の充実 (１)わかりやすい情報の提供と 

事業者との連携 

(１)相談体制の充実 

(１)福祉サービスの充実と利用 

支援 

２ 相談体制の充実強化 

３ 利用者主体のサービス 

  実現 

第４ 地域福祉ネットワーク

の体制づくり 

１ 地域のネットワーク化 (１)家庭・地域・行政の連携 

強化 

(２)社会福祉協議会との連携

強化 

(３)市民活動団体・ボランティ

ア団体のネットワークづくり 

(４)当事者団体のネットワーク

づくり 

(５)行政関係機関のネットワー

クづくり 
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第１ 参加と交流による安全・安心な地域づくり 

 

１ 市民の交流促進 

 

（１） ふれあいの場と機会づくり 

【現状と課題】 

   家族形態や生活様式の変化などにより、高齢者などの単身世帯や、高齢者のみ世帯、

ひとり親世帯など様々な世帯状況の中で、地域での交流が少なくなり、日常生活の中で

不安や孤立を感じることが多くなっています。 

   本市では地域の自治会が中心となって、自治会加入と地域活動への積極的な呼びかけ

を行っており、各地域の行事においては、子どもから高齢者まで参加できるよう工夫を

凝らした活動を行っています。 

   市の委託事業としては、ひとり暮らし高齢者等訪問サービスを行っており、地区社会

福祉協議会において「ふれあいチーム」による見守り支援を実施していますが、地域に

温度差があることから、全市的な展開になるよう事業周知や関係者間の情報共有を図る

必要があります。 

また、日常の困りごとへの対応や、見守り活動など、地域の住民同士が支えあう体制

づくりを整備し、誰もが安心して暮らし続けることができる地域を実現していく必要が

あります。 

   課題としては、地域活動の中心となる役員の高齢化や長期在任化、行事などの参加者

の減少、次代の担い手不足など共通の課題を抱えていることから、活動の効果的な情報

発信や参加しやすい環境を整備するなど、各地域の実情に応じて実践できる仕組みづく

りが求められます。 

今後の取組 

① 住民同士が交流できる場づくり  

アパートやマンション住まいなどで住民同士のつながりが希薄になっていること

から、住民が社会活動や地域活動など、あらゆる分野に参加できる機会や環境づく

りを進め、積極的に参加する意識を育みます。 

また、子どもから高齢者まで幅広い市民が交流できる仕組みや機会をつくり、様

々な価値観のある人たちが共に協力しあうまちづくりを推進していきます。 

② 地域の連携による支援体制づくり  

自治会、民生委員・児童委員や社会福祉協議会などと連携を図り、ひとり暮らし

の高齢者や障がいのある人などに対し、在宅福祉サービスの実施や見守り支援、健

康づくり活動など、地域の支援体制づくりや困ったときに支えあうネットワークづ

くりを推進します。 
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（２） 高齢者・障がいのある人や子どもと地域との交流推進 

【現状と課題】 

地域の高齢者と児童生徒が交流する取組が行われています。 

また、年１回開催されるわっくわっく広場交流大会や障がい者スポーツ交流会では、

高齢者や障がい者などが市内全地域から集まり、軽スポーツや室内ゲームを通した交流

が行われています。 

新型コロナウイルスの影響により、これまで行われていた活動が制限されるなど、交

流機会が減少したことから、感染症対策を講じた新たな方法で活動を継続していく必要

があります。 

また、２０１７年（平成２９年）には「伊達市やさしい心がかよいあう※2手話言語

条例」が施行され、手話を言語として、ろうあ者と健常者がお互い理解しかよいあう社

会になるよう進めています。 

地域に住んでいるあらゆる人が分け隔てなくふれあえる場を確保し、地域住民が集い

交流を深める拠点づくりが求められています。 

今後の取組 

① 世代間交流の促進  

コミュニティセンターなどの集会所を活用し、高齢者や障がいのある人、子育て

中の親や子どもなど様々な世代が楽しく自由に交流できる場を確保していきます。 

保育所の児童が老人ホームを訪問し、歌やお遊戯などを通した交流を行うほか、

児童生徒による福祉施設でのボランティア活動を実施するなど、引き続き多様な交

流を進めていきます。 

② 障がいのある人と地域との交流促進  

地域、社会福祉協議会などと連携して、障がいのある人の地域活動への参加を促

します。 

聴覚に障がいのある人には手話通訳者を派遣するとともに、引き続き手話通訳協

力員の養成を行っていきます。 

また、視覚に障がいのある人には、※3カラーユニバーサルデザインや外出支援

などの取組を行い、引き続き障がいのある人が地域住民と交流しやすい環境づくり

を進めていきます。 

 

 

 

 

 

                                                                                    
※1 手話言語条例：手話を言語として認め、手話を日常生活に取り入れ、ろうあ者と健常者が共生できる社会を目指す条例 

※2 カラーユニバーサルデザイン：色の見え方が一般と異なる人にも情報がきちんと伝わるよう、色使いに配慮したユニ 

バーサルデザインのこと。 
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２ 高齢者や障がいのある人の社会参加の促進 

 

（１） 高齢者・障がいのある人の地域生活支援 

【現状と課題】 

閉じこもりや外出が困難な高齢者や障がいのある人の孤立、認知症や寝たきり、生活

機能の低下などを予防するため、伊達市※1地域包括支援センターや伊達市障がい者総

合相談支援センターなどが中心となり、自治会や民生委員・児童委員、地区社会福祉協

議会と連携を図りながら在宅生活での様々な相談に対応し支援をしています。 

今後は、関係機関と地域住民が連携・協力し、地域で悩みや相談に適切に対応できる

ネットワークづくりが求められます。 

今後の取組 

① 高齢者・障がいのある人の孤立化を防止し、地域生活を支援 

閉じこもり、認知症、寝たきりなどを防ぐためには、高齢者などの外出を支援す

ることが大切です。住民同士が継続して介護予防に取り組むことができるように自

主グループの立ち上げと活動支援を実施し、介護予防や重度化防止を図ります。 

また、自治会や民生委員・児童委員、地区社会福祉協議会、老人クラブなどの見

守りや声かけなどによって高齢者や障がいのある人の孤立化を防ぎ、支援を受けな

がら地域の中で持続的に生活することができるよう進めていきます。 

② 地域の見守り活動の推進  

日常生活において問題が発生した場合に、近所や自治会、行政などに迅速に情報

が伝わり、地域や住民がすぐに支援できる体制づくりを地域と協働して進め、問題

発生を未然に防ぐ、あるいは見逃さない体制を整備していきます。 

また、※2生活支援体制整備事業により、住民同士で日常の困りごとへの対応や

見守り活動など、地域での支えあい、助けあう体制づくりを進めていきます。 

③ 障がいのある人の就労機会の確保  

障がいのある人の雇用を促進するため、胆振日高障がい者就業・生活支援センタ

ー「すて～じ」の活用により事業所との連携体制の整備と強化を図るとともに、ハ

ローワークや関係機関からの情報提供を基に制度などの周知を行います。 

 

 

 

 

 

                                                                                    
※1 地域包括支援センター：社会福祉協議会が市の委託を受けて、公正・中立の立場を基本として、高齢者が住み慣れた地

域で自分らしい生活が送れるよう支援する総合機関 

※2 生活支援体制整備事業：地域に「協議体」や「生活支援コーディネーター」を配置し、高齢者を支える地域づくりを進

めていく事業 
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（２） 高齢者の生きがいづくりの支援 

高齢化社会では、高齢者ができる限り健康を保持し、介護を必要とする状態にならな

いように、生きがいや社会との関わりを持ち続けることが重要となります。 

高齢者が、年齢にとらわれることなく自主的に活動し、自立した生活を送ることがで

きるよう社会参加を通した生きがいづくりを促進するため、自主活動グループなどの育

成や活動支援を行っています。 

また、自主活動が各地域に広がるよう取組を広域的に進めるとともに、ボランティア 

や就労などを通して、高齢者が活躍できる仕組みづくりを構築していく必要があります。 

今後の取組 

① 高齢者の社会参加の促進  

高齢者の社会参加は、知識や経験が生かされるだけでなく生きがいにもつながる

ことから、各種ボランティア活動の周知や参加しやすい環境づくりを進めるなど、

必要な支援を行っていきます。 

また、介護予防教室は、これまで実施していない地域で開催し、活動の普及と新

たな地域での自主活動グループの発足を目指します。 

さらに、※1いきいき百歳体操を普及させるため、指導者などリーダー的役割を

担う人材の養成講座をはじめ、※2音楽健康指導士を含めたボランティアの活躍の

場を広げることができるよう、社会福祉協議会と連携して取り組みます。 

② 高齢者の就労機会の確保  

※3 介護予防・日常生活支援総合事業における訪問型サービス事業をシルバー人

材センターに委託したことにより、就労の場の確保に繋がっています。 

引き続き、生活支援サービス担い手育成研修をはじめとした研修の実施や雇用の

場の創出を進めます。 

また、広報紙での周知など、シルバー人材センターの地域に密着した活動を支援

し、高齢者の就業機会の拡大や社会参加、生きがいの充実を促進します。 

     

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 いきいき百歳体操：高知県が開発した「おもり」を使った効果的な筋力運動を伊達市版にアレンジした体操 

※2 音楽健康指導士：一般社団法人日本音楽健康協会が認定する資格で、健康カラオケ機械を使用し、「音楽健康セッショ

ン」のアシスタントを行うことができる資格のこと。 

※3 介護予防・日常生活支援総合事業：高齢者の介護予防と日常生活の自立を支援することを目的とした事業 
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３ 安全で安心な環境づくり 

 

（１） 自主防災活動の推進 

【現状と課題】 

近年、異常気象による自然災害が増加しており、市民の防災に対する関心は高まって

います。今後も、災害から自らを守るための意識や知識を高めることが肝要です。 

また、緊急時や災害発生時には、市民による互助・共助がとりわけ重要で、地域での

自発的な活動が防災や減災につながることから、※1自主防災組織の普及や加入を促し

ていく必要があります。 

今後の取組 

① 防災知識の普及・啓発及び防災訓練の実施  

市民の防災意識向上などを目的に、※2防災アドバイザーによる広報紙へのコラ

ム掲載や防災講演会を実施します。 

また、市内各地区での避難訓練や、地域全体での大規模な防災訓練を実施し、地

域と協働のもと市民の防災意識を高めるための支援を行うとともに、新しい情報伝

達のあり方を検討します。     

② 自主防災組織の結成促進  

自治会を中心とする自主防災組織は、地域の防災に重要な役割を果たすことから、

組織の結成を支援し、資器材の整備費や活動経費の助成を引き続き行っていきます。 

また、「自主防災組織結成の手引き」を活用するなど、一層の周知を図ります。 

 

（２） 避難行動要支援者支援の環境づくり 

【現状と課題】 

ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみで構成される世帯が増えており、災害発生が予測

される時に、自力で避難することが困難な高齢者や障がいのある人を、近くに住む人や

各団体が連携しながら、いち早く支援していくことが必要になります。 

そのため、平常時から支援が必要となる対象者の把握とその対策を講じておくことが

大切であり、各関係者、関係機関相互で必要な情報を共有し、誰がいつ、どう支援する

か、あらかじめ検討することが求められます。 

 

 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 自主防災組織：地域やグループで自主的に結成し、災害に備えて被害を予防・軽減するための活動組織のこと。 

※2 防災アドバイザー：訪問先で防火や防災、救急事故に関するアドバイス（助言・指導）を行う人 
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今後の取組 

① 避難行動要支援者の把握と支援体制の構築  

「伊達市避難行動要支援者対策計画」に基づき作成された避難行動要支援者名簿

を活用し、実効性のある避難支援を図ります。 

また、警察、消防、自治会、社会福祉協議会及び民生委員・児童委員など関係者

で情報を共有し、災害発生に備えた支援体制を構築していきます。 

② 地域ぐるみによる支援体制の整備  

「伊達市避難行動要支援者対策計画」に基づき指定された福祉避難所、自治会

（自主防災組織）及び各関係機関と避難訓練を実施するなど、災害時の連携確認

を進めます。 

     

（３） ユニバーサルデザインの推進 

【現状と課題】 

歩道の段差解消や点字ブロックの設置、歩きやすい舗装など安全な歩行者空間の確保

に努めています。 

また、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づく伊達市 

※1バリアフリー構想を策定した際に、「高齢者・障がい者等へのアンケート」や市民

参加の「まちあるき」を実施し、利用者の様々な意見を反映できるようにしました。 

引き続き、※2ユニバーサルデザインに配慮した取組や、各施設とそれらを結ぶ経路

の一体的なバリアフリー化を計画的に推進します。 

今後の取組 

① 計画段階における市民の参画  

バリアフリーのための改修や公共施設の新たな建設にあたっては、今後も計画段

階から利用者などの様々な意見が反映できるように進めていきます。 

② 安全な歩行者空間の確保  

点字ブロックの設置や歩道の段差解消を引き続き行うとともに、新施設について

は点字案内板を設置するなどユニバーサルデザインの考え方を導入し、安全な歩行

空間を確保していきます。 

     

 

 

 

 

                                                                                   
※1 バリアフリー：高齢者や障がい者のある人などの社会生活におけるさまざまな障壁を取り除き、誰もが暮らしやすい社 

会環境を整備するという考え方のこと。 

※2 ユニバーサルデザイン：障がいの有無、年齢、性別、人種などに関わらず多様な人々が利用しやすい都市や生活環境を 

デザインすること。 
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（４） 安全な生活環境の創出 

【現状と課題】 

地域における犯罪の防止と生活の安全と安心を図る取組を、学校や警察など関係機関

の協力を得て進めてきました。 

地域と関係機関が連携しあって、高齢者や障がい者、子どもを含めた生活者の視点に

立った防犯や交通安全対策を検討していく必要があります。 

今後の取組 

① 高齢者や子どもを含めた生活者の視点に立った防犯や交通安全 

自治会にＬＥＤ防犯灯の設置などを補助し、児童の安全確保のため学校通学路に

防犯灯の設置を行うとともに、各地域の防犯協会や警察機関と協力し、市内のパト

ロールや街頭啓発を引き続き行っていきます。 

近年、車上荒らしや窃盗の被害が多く発生し、不審者情報も依然として多く寄せ

られていることから、犯罪の防止や犯罪に遭わないための意識啓発と情報提供を行

います。 

また、犯罪に巻き込まれないための知識や防止策について、犯罪被害の具体例や

相談方法なども情報提供を行っていきます。 

児童生徒には交通安全教室などを実施し、交通ルールやマナーを身につける取組

を行っていきます。 

さらに、増加する高齢者ドライバーの交通事故防止について、関係機関と協力し

て、高齢ドライバーの自覚を促す取組や、運転免許証の自主返納に繋がる取組を進

めます。 

 

（５） 愛のりタクシーの普及及びバス路線の維持・再編 

【現状と課題】 

本市では独自に、会員制乗り合いタクシー事業「※1愛のりタクシー」を実施し、利

用者の拡大を進めてきました。 

引き続き、通院や買い物での移動において、高齢者の負担を軽減する安くて便利な交

通手段の確保が望まれます。市内交通資源の実態把握に努め、実情にあった新たな地域

交通体系を検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 愛のりタクシー：伊達ウェルシーランド構想の一環として、60 歳以上の高齢者を対象とした会員制のドア・ツー・ 

ドアの乗り合いタクシーのこと。 
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今後の取組 

① 愛のりタクシーの利用拡大  

高齢者の生活の足の確保を図るとともに、地域経済の活性化を図ることを目的と

しており、認知度向上を目的とした広報紙による周知活動や利用者の利便性の向上

のために随時サービスの見直しを行い、利用拡大に努めます。 

② バス路線の維持・再編  

人口減少と高齢社会に対応した交通体系の確立に向けて、市内に存在する交通資

源の実態把握や過去に行われた各種調査の結果分析などを通じて、市民を取り巻く

交通の現状を把握し、まちにふさわしい地域交通体系を検討します。 

 

（６） 高齢者等向け住宅の確保 

【現状と課題】 

駅前団地、ほのぼの団地に高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）が整備されてい

ます。ここでは※1LSA（生活援助員）を配置し、入居者の生活指導、相談、緊急時の

対応などを行い、高齢者や障がいのある人が安心して生活できる環境づくりを行ってい

ます。 

引き続き、高齢者などが安心して暮らせる住まいづくりが必要となります。 

 

 今後の取組 

① 住宅確保要配慮者向け住宅の確保  

「伊達市住生活基本計画」に基づき、住宅確保要配慮者向けの公営住宅の確保を

行い、住宅困窮度に応じた入居への対応を引き続き行っていきます。 

高齢者などの世帯については、１階の住宅への入居を案内することとしています

が、従前から２階以上の入居者で生活に支障をきたしている世帯については、１階

の住宅への住み替えを推進していくとともに、今後、老朽化などにより大規模な内

部改修が行われる場合には、段差の解消や手すりの設置、浴室の整備など、高齢者

や障がいのある人の特性に配慮した住宅改善を推進します。 

また、※2伊達ウェルシーランド構想のひとつである民間活力を利用した高齢者

向けの優良賃貸住宅（伊達版安心ハウス）の啓発に努め、空き家を有効活用して、

生活の安定や自立の促進に係る取組を進めます。 

     

 

 

                                                                                   
※1 LSA（生活援助員）：Life support adviser の略。シルバーハウジングなど高齢者が居住する集合住宅において、日常 

生活の生活指導・相談、安否確認、一時的な家事援助などを行うための要員のこと。 

※2 伊達ウェルシーランド構想：官民協働により高齢者が安全に安心して生活することができる豊かなまちづくりを進める

とともに、高齢者の求めに応える新たな生活産業を創設し、働く人たちの雇用を促進し、豊かで快適な活力ある暮ら

しの実現を目指すもの。 
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第２ 地域福祉の担い手づくり 

 

１ 福祉意識の醸成と啓発 

 

（１） 福祉教育の推進 

【現状と課題】 

障がいのある子どもと障がいのない子どもが共に学ぶ※1インクルーシブ教育システム

の理念を踏まえた、共生社会の形成が求められています。障がいのある児童生徒の自立

や社会参加を促すため、乳幼児期から中学校までの一貫した支援を目指し、幼稚園・保

育所、学校、医療機関の関係機関などと連携し、※2特別支援教育を進めてきました。 

子育てや教育に関しての様々な悩みを抱える保護者の教育相談を実施するほか、校内

※3特別支援教育コーディネーターや※4特別支援教育支援員・介護員を対象にした研修

など、障がいについての理解を深め、個に応じた適切な支援を充実させるための研修を

行いました。学校においては、児童生徒一人ひとりの障がいに応じて個別の教育支援計

画及び指導計画を作成し、効果的な支援を進めるとともに、評価を踏まえ見直しや改善

を行うなど、継続的な指導を行っています。 

今後の取組 

① 障がいのある児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な教育的支援 

特別支援教育に対するニーズは高まっており、就学前など早い段階から保護者が

特別支援教育について理解を深められるよう、教育相談や特別支援教育の説明を行

い、保護者との情報共有を図っていきます。 

障がいのある子どもと障がいのない子どもが、レクリエーションや体験活動をと

もに楽しめる交流の場やイベントを実施していきます。 

② 人権教育・啓発の推進  

地域に暮らす人たちがともに支えあう社会意識を育むために、人権についての知

識を学び、主体的に活用し、人権を尊重する態度を育むための人権教育や啓発を進

めていきます。     

③ 福祉に関する学習機会の提供  

地域の特長や資源を活かし、学校教育など様々な福祉に関する学習機会の提供を

通して知的関心を深めるとともに、体験を通してボランティア活動の理解と関心を

高めていきます。 
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２ ボランティアなどの育成・支援 

 

 （１） 地域ボランティア活動の充実 

【現状と課題】 

本市では、福祉ボランティアをはじめ、文化・観光など多様なボランティア団体が様

々な活動を行っていますが、近年では人員不足や高齢化などにより担い手の確保が課題

となっています。 

   新型コロナウイルスの影響により交流や活動の機会が減少したことから、活動内容や

活動方法の見直しを検討していくほか、ボランティア団体同士や関係機関との交流の場

の創出も検討していく必要があります。 

社会福祉協議会ではボランティアセンターを立ち上げ、ボランティアに関する総合的

な窓口と、ボランティア団体と利用者との間を取り持つ役割を担っています。今後もボ

ランティアセンターの機能の充実を図り、やりがいのある活動の場の提供を進めていく

ことが大切です。 

また、若い世代などがボランティア活動に積極的に参加できるように支援活動を展開

し、地域福祉の担い手として活動できる環境づくりに取り組みます。 

今後の取組 

① ボランティアネットワークの整備  

社会福祉協議会において各団体の情報発信や交流会を引き続き行っていきます。

ボランティア団体同士の交流を通して活動の活性化を図り、ネットワーク機能の充

実を進めていきます。 

② 活動拠点の活用と相談窓口の充実  

ボランティアセンターを設置し、引き続きボランティアの受付や斡旋を行ってい

きます。今後もボランティアをしたい人、受けたい人のニーズを集約し、円滑なサ

ービスの提供・利用が進むよう、相談窓口の充実を図ります。 

③ 担い手の確保と人材育成  

市民のボランティア活動への参加を促すため、「胆振地区地域支え合い活動推進

セミナー」などの参加を支援していきます。福祉への理解や知識を深めることで、

地域でのボランティア活動を担える人材の育成を図ります。 

 

 

                                                                                   
※1 インクルーシブ教育システム：障がいのある子どもを含むすべての子どもに対して、子ども一人ひとりの教育的ニーズ 

にあった適切な教育的支援を「通常の学級において」行う教育のこと。 

※2 特別支援教育：障がいのある幼児、児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼 

児、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するた 

め適切な指導及び必要な支援を行う教育のこと。 

※3 特別支援教育コーディネーター：発達障がい者の特別支援をするための教育機関や医療機関への連携、その者の関係者 

への相談窓口を行う専門職を担う教職員のこと。 

※4 特別支援教育支援員：幼稚園、小中学校、高等学校において、発達障がいを含む障がいのある児童生徒に対し、食事、 

排泄、教室の移動補助などの学校生活の介助や、学習活動をサポートする人 
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④ 地域活動の情報交流の充実  

ボランティア活動を普及するためには、地域と密接に連携する必要があることか

ら、地域やＮＰＯ、ボランティア団体による活動情報を収集し、社会福祉協議会や

民生委員・児童委員との連携を図るため、ボランティアフォーラムなどを通して情

報交流と連携強化を図ります。 

⑤ 学校におけるボランティア活動 

学校教育においては、総合的な学習の時間を活用して、老人ホームや福祉施設で 

のボランティア活動を継続していきます。 

今後も地域の高齢者や障がいのある人との交流や、ボランティア体験を通して福

祉意識の啓発を推進します。 

⑥ 青少年によるボランティア活動  

成長過程の中でボランティア活動を体験することで、社会性や心豊かな人間性が

育まれることから、地域と協働して青少年によるボランティア活動を推進していき

ます。 

また、次代の福祉の担い手として継続して活動に取り組めるように、青少年の 

ボランティア活動への理解とボランティアサークルの結成を促進します。 

  

（２） ＮＰＯ活動の支援促進 

【現状と課題】 

市民が主体となった地域社会を形成していくうえで、ＮＰＯ団体は重要な役割を担っ

ています。 

本市では市民活動情報誌を窓口などに設置し、ＮＰＯ団体の活動紹介や各種イベント

の周知を行っています。 

また、市民活動センターやコミュニティセンターは市民活動の拠点として、市内の活

動団体を中心に幅広く活用されています。今後も活動の場を確保し、活発的な活動が進

んでいくよう支援していきます。 

今後の取組 

① ＮＰＯの活動拠点の整備・支援の促進  

ＮＰＯ団体の活動紹介や各種イベントの告知、情報収集・発信などの様々な活

動を支援します。 

市民活動団体の健全な発展を促すため、ＮＰＯ法人設立に関する情報提供や、構

成員が固定化、高齢化している団体の運営について支援する取組を進めます。 

また、市民活動センターやコミュニティセンターが活動の場として利用できるよ

う推進します。 
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第３ 多様なサービス提供の仕組みづくり 

１ 情報提供の充実 

 

（１） わかりやすい情報の提供と事業者との連携 

【現状と課題】 

現代社会において、情報の取得は日常生活や社会参加に欠かせないものになっていま

す。本市ではホームページや広報紙などで、随時情報提供を行っています。 

地域住民にとって、より利便性の高い方法で情報が入手できるよう、ホームページや

※1ＳＮＳなど様々なツールを通じて情報提供を行うとともに、わかりやすい情報を提

供するための工夫と充実を図ります。 

今後の取組 

① 福祉サービスの情報提供の検討  

福祉サービスに関する情報は市ホームページや広報紙で掲載しているほか、最新

情報は※2facebookや※3LINEでも公開しており、引き続き様々なツールで誰でも

わかりやすい福祉サービスの情報提供の充実に努めていきます。 

     また、福祉に関するパンフレットを各窓口で配布するなど、継続した情報提供に

取り組みます。 

② 福祉事業者に関する情報提供の推進  

福祉サービスの質の向上を図るため、民間事業者などに対し事業内容の公開に取

り組むよう継続した働きかけを行うとともに、市ホームページや独立行政法人福祉

医療機構が運営している福祉・保健・医療の情報を総合的に提供している情報サイ 

トなどを通して、福祉サービスの内容や費用について積極的に情報提供を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 SNS：Social Networking Service の略。インターネットを介して人と人のつながりをつくるネットワークサービス 

※2 facebook：原則利用者が実名で登録して写真などを投稿し、友人と共有できるサービス 

※3 LINE：通話やメールができるコミュニケーションアプリのこと。 
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２ 相談体制の充実強化 

 

（１） 相談体制の充実 

【現状と課題】 

様々な困りごとや悩みごとを抱える人が増えている中、福祉や生活に関する相談が多

く寄せられており、相談体制の充実とその解決が望まれています。 

障がいのある人（児）に対する様々な相談業務は、市が北海道社会福祉事業団に委託

し「相談室あい」で、高齢者の相談は、社会福祉協議会に委託し、地域包括支援センタ

ーでそれぞれ行っております。 

子育てに関する相談は、乳幼児の定期健診や子育て支援センターで行っているほか、

市窓口においても家庭状況や子どものケースに合わせた助言・支援を行っています。 

さらに、生活困窮者相談は社会福祉協議会や※1行政相談員で、ひとり親家庭などの

相談については、※2母子・父子自立支援員を通して行っており、それぞれのサービス

などに関する相談を適切かつ迅速に解決するよう取り組んでおります。 

今後の取組 

① 福祉サービス全般に関する相談や苦情等解決の推進  

市や事業所で解決できないものについては、その内容に応じた適切な対応ができ

るよう、ケース会議やサービス利用調整会議を開催し、関係機関との連絡体制を確

立します。 

高齢者や障がい者、子どもなどに関する各種相談・虐待の通報を受け付けるとと

もに、市ホームページでも虐待防止を継続的に呼びかけていきます。 

② 子育ての相談支援の推進  

子どもたちが健やかに育ち、保護者が子育てに喜びを感じながら生活できるよう、

子育てに関する多様な相談支援を継続していきます。 

乳幼児の定期健診では、それぞれの年齢に合わせて発育や発達の状況を確認する

とともに、引き続き育児に関する相談を受け付け、指導を行っていきます。 

また、今後も※3地域子育て支援拠点において、乳幼児と保護者が交流できる場

を確保しながら相談や情報提供などの支援を行っていきます。 

すべての家庭が安心して子育てができるよう、引き続き関係機関や庁内において

連携しながら一体的な支援を進めるとともに、相談支援体制の充実に努めていきま

す。 

 

 

                                                                                   
※1 行政相談員：行政相談委員法に基づき、各市町村に設置される役職で総務大臣から委嘱を受けた人 

※2 母子・父子自立支援員：ひとり親家庭に対し、生活一般の相談に応じ、経済・教育など諸問題の解決を助け、その自立

に必要な支援を行う人 

※3 地域子育て支援拠点：地域の子育て中の親子の交流促進や育児相談などを実施し、子育ての孤立感・負担感の解消を図

り、すべての子育て家庭を地域で支える取組 
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３ 利用者主体のサービス実現 

 

（１） 福祉サービスの充実と利用支援 

【現状と課題】 

地域における生活課題や福祉ニーズが複雑化・多様化するとともに、国においても各

福祉分野における制度改革などが進められていることから、このような状況に対し、よ

りきめ細やかなサービスを提供していくため、サービス内容の見直しや充実を図ってい

く必要があります。 

また、福祉サービスの利用にあたっては、利用者が必要なサービスを自らの意思で選

択して利用できる仕組みになっていますが、福祉サービスを必要とする人の中には、認

知症や障がいなどにより必要なサービスの選択ができない人がいます。こうした人たち

が地域で安心して生活を送れるよう、日常生活における援助や代行などを行う※1日常

生活自立支援事業の利用促進が求められています。 

さらに、判断能力が充分でない方々が自立して生活できるように、財産管理や身上監

護を行う※2成年後見制度の普及と利用促進が望まれています。 

今後の取組 

① 日常生活自立支援事業の推進  

日常生活自立支援事業は、高齢者や障がいにより判断能力が不十分な方に、福祉

サービスの手続や日常生活における金銭管理の支援などを目的とした事業です。 

制度が広く浸透されるよう市ホームページなどを通して普及啓発に努めるほか、

地域包括支援センターや民生委員・児童委員と連携して対象者を把握し、利用の促

進を図っていきます。 

② 成年後見制度等の普及・利用促進 

誰もが住み慣れた地域で、地域の人たちと支えあいながら、尊厳をもってその人

らしい生活を継続することができるような支援が求められています。 

成年後見制度は、認知症や障がいなどによって、物事を判断する能力が十分でな

い人について、その人の権利を守る援助者を選任することで、本人を法律的に支援

する制度です。 

本市では、社会福祉協議会において成年後見支援センターを開設し、引き続き相

談や利用支援のほか、広報などの普及啓発を進めていきます。 

また、※3市民後見人の育成のため市民後見人養成講座を開催し、市民が成年後

見の知識や理解を深める取組を行っていきます。 

今後は、市民後見人の活動を支援するため、社会福祉協議会において市民後見人

の後見監督人を務めるほか、社会福祉法人などにおける法人後見の導入を推進する

ための取組を進めます。 
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③ 地域での生活を支える基盤の確保  

 「高齢者保健福祉計画」、「介護保険事業計画」、「子ども・子育て支援事業計画

」、「障がい者計画」、「障がい福祉計画」、「健康づくり伊達２１」、「伊達すこ

やか親子２１」に基づき、多様なサービスを計画的に整備するとともに、利用者の視 

点に立った円滑なサービス提供に努めます。 

住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステ

ムが構築されるよう、地域や関係機関との連携を一層強化するとともに、同一事業

所で介護保険サービスと障害福祉サービスを受けられる「共生型サービス」の提供

体制の整備を促進します。 

地域共生社会の実現に向けて、その土台となる地域力の強化を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 日常生活自立支援事業：認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち、判断能力が不十分な方が地域において 

自立した生活が送れるよう福祉サービスの利用援助等を行う事業のこと。 

※2 成年後見制度：認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等に対し、その能力を補充するために代理人等を定め、そ 

の代理人が本人の権利擁護を基本として、財産管理や福祉サービスを含む各種法律的契約事務を行うもの。 

※3 市民後見人：市町村が実施する養成講習を受講し、成年後見に関する一定の知識・態度を身につけた人の中から、家庭 

裁判所により成年後見人等として選任された人 
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 第４ 地域福祉ネットワークの体制づくり 

 

１ 地域のネットワーク化 

 

（１） 家庭・地域・行政の連携強化 

【現状と課題】 

支援が必要な人に対する保健、福祉、医療のネットワークづくりを進めるうえで、地

域、民間事業者、ＮＰＯやボランティア団体、社会福祉協議会及び行政が相互に連携す

ることがますます重要になっています。 

生活困窮者への支援強化のほか、※1権利擁護支援に伴う地域との連携とその支援体

制の構築が求められています。 

犯罪や非行をした人の中には、地域社会で孤立し、生きづらさから再び犯罪や非行

を起こすことがあります。立ち直ろうとする人に寄り添い、十分な支援を行い、社会

の一員として受け入れる社会環境を整える取組が求められています。 

今後の取組 

① 福祉委員との連携  

社会福祉協議会と連携し、地域福祉の担い手の一人である福祉委員の育成や資質

の向上を支援して地域福祉の充実に努めます。 

また、社会福祉協議会が作成した「福祉委員活動の手引き」の活用を図ります。 

② 地域におけるネットワーク支援体制  

事業者協力による高齢者等地域見守り活動（※2もしかしてネット）に引き続き

取り組んでいきます。地域における市民と事業者が一体となって子どもや高齢者、

障がいのある人などの見守り組織づくりを促進し、高齢者が可能な限り住み慣れた

地域で自立した日常生活を営むことができるよう地域生活課題を把握し、住まい・

医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの確立に

向けて取り組みます。 

 また、山下町の高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に配置したＬＳＡ（

生活援助員）を活用して、周辺地域に対する高齢者などの地域見守り活動を進め

ます。 

活動を行う組織が連携・協力して地域で支えあうネットワークの構築を図ります。 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 権利擁護支援：判断能力が不十分な方に、より適切な判断ができるように手助けすること。 

※2 もしかしてネット：高齢者が安全で安心して暮らせる社会づくりを進めるため、伊達市と市内で配達などをされている

事業者との間で協定を締結し、高齢者などの地域見守りを行う活動のこと。 



- 37 - 

 

③ 生活困窮者等を支えるネットワーク体制の確立  

何らかの支援が必要である、いわゆる「制度の狭間」にある人や生活困窮者に関 

する相談などが増えている中で、伊達市生活困窮者自立支援協議会の活動を強化し、

関係機関と連携を図りながら定期的な訪問を行うなど、自立した生活が送れるよう 

支えるネットワーク体制を確立します。 

④ 再犯防止の取組を推進するための地域での支援体制  

地域で犯罪が繰り返されることなく、誰もが安全で安心して生活することがで

きるような社会を構築するため、法務省関係機関・北海道・※1保護司・※2協力雇

用主会などと連携を図ります。 

また、保護司会や更生保護女性会の活動、更生保護サポートセンターの運営の

支援を行うとともに、再犯防止についての広報や「※3社会を明るくする運動」な

どを行い、再犯防止への理解を地域に深める活動を行います。 

再び地域社会で生活することができるよう就労や住居を確保するための支援を

行い、早い社会復帰を目指すとともに、地域での支援体制づくりを確立していき

ます。 

⑤ 地域連携ネットワークの構築と整備  

地域に暮らすすべての人が尊厳をもってその人らしい生活を継続し、地域社会に

参加できるようにするため、地域や福祉、行政などに司法を加えた多様な分野・主

体が連携する権利擁護支援の「地域連携ネットワーク」を構築します。 

権利擁護支援を必要とする人を早期に発見し、速やかに適切な支援を行うととも

に、意思決定の支援や身上保護を重視した支援体制の構築を目指していきます。 

また、地域連携ネットワークが適正に機能するよう中核機関を整備し、様々な支

援の内容を検討するとともに、関係機関が連携強化していくための協議会を運営す

るなどコーディネートを担う役割を確立していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 保護司：犯罪や非行をした人たちが再び罪を犯すことがないよう、その立ち直りを地域で支える民間のボランティア 

※2 協力雇用主：犯罪や非行をした人たちを雇用し、自立や社会復帰に協力することを目的とした事業主のこと。 

※3 社会を明るくする運動：法務省が主唱する、すべての日本国民が犯罪の防止と犯罪者の矯正及び更生保護についての正

しい理解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全で明るい地域社会を築くための啓発活

動 
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（２） 社会福祉協議会との連携強化 

【現状と課題】 

本市においては、地域福祉を主体的に担う社会福祉協議会のほかに、「伊達市地域包

括支援センター」や「※1だて地域生活支援センター」などが高齢者や障がい者の地域

生活をサポートしています。 

地域福祉の充実を図っていくためには、各種の福祉事業を効果的・効率的に実施し、

より円滑に推進するため、社会福祉協議会が主体となって、関係機関や団体との連携・

協力を図り、地域福祉の総合的な体制づくりが求められています。 

今後の取組 

① 社会福祉協議会との連携 

民生委員・児童委員、自治会、地区社会福祉協議会、老人クラブなどの地域活動

を行う団体が相互に連携補完しあって地域福祉の向上・充実に向けた体制づくりを

推進していくために、地域福祉の推進役となる社会福祉協議会とより一層の連携強

化を図ります。 

また、地域における各種福祉サービスの相談支援、ボランティア活動への支援、

共同募金運動への支援など社会福祉協議会と連携し、強化に努めます。 

さらに、社会福祉協議会が主体的に地域福祉活動の中心となり、地域活動を行う

団体のコーディネーターの役割を強化していきます。  

 

（３） 市民活動団体・ボランティア団体のネットワークづくり 

【現状と課題】 

地域福祉の充実を図っていくためには、市民のボランティア活動に対する理解を深め

ることが重要であり、その参加を促進するためには、情報を収集し提供するとともに相

談や調整ができるネットワークづくりが必要となります。  

今後の取組 

① 市民活動団体・ボランティア団体のネットワークづくり  

市民活動支援員が※2市民活動団体の立ち上げ支援やネットワークづくりを行っ

ていくほか、情報共有や組織化が進んでいくよう意見交換などを通して各団体と連

携して活動を促進していきます。 

 

 

 

 

                                                                                   
※1 だて地域生活支援センター：障がい者の就労支援やグループホームの利用・相談とその他総合相談の専門窓口があり、 

    地域の関係機関や法人内の各事業所とも連携を取りながら専門的な支援を行い、各種サービスや事業の紹介、利用調 

    整を行っている事業所 

※2 市民活動団体：本計画では、地域において自主的に活動する自治会や老人クラブ、NPO などを指す。 



- 39 - 

 

（４） 当事者団体のネットワークづくり 

【現状と課題】 

精神障がい者の当事者団体が他団体との交流を行い、社会参加や社会性の回復を促進

し、地域における理解と支援の輪を広げています。 

地域にある老人クラブや障がい者団体などの組織のネットワークづくりを進めるとと

もに、生活全般を含めた支援や情報の共有など連携体制づくりが求められています。 

今後の取組 

① 当事者団体のネットワークづくり  

各団体間の情報提供やネットワークづくりを進め、利用者主体のサービス提供に

努めます。 

また、様々な当事者の組織や活動を支援していくことで、活動の場を確保し、地

域における理解と支援の輪を広げていきます。  

 

（５） 行政関係機関のネットワークづくり 

【現状と課題】 

連合自治会、民児協、社会福祉協議会、老人クラブ連合会などが地域における身近な

問題の発見とその解決に向けて、見守りや声かけ、相談支援など様々な地域の福祉活動

に取り組んでいます。 

また、伊達市地域包括支援センターが中心となり、介護・福祉・保健・医療などの各

種サービスや地域での重層的な見守り体制の構築に向けて「地域ケア会議」を定期的に

行い、各専門分野から意見を聴取することで、地域の高齢者の多様なニーズに対応して

いきます。 

こうした組織が連携・協力し、地域の実情に即した活動ができるような地域包括ケア

システムの構築に取り組むための体制づくりが必要となります。 

 今後の取組 

① 市役所内の全庁的な体制の強化  

地域生活に課題を抱える人を包括的に支援していくため、引き続きケース会議な

どを通して介護・福祉・保健・医療を含めた庁内部局の横断的な連携体制の強化を

進めます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

資料編 
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１ 地域福祉計画の策定経過 

 

   計画策定体制については、行政組織として地域福祉計画策定会議を設置し、現行計

画の「第４期伊達市地域福祉計画」を見直し、新計画素案を作成しました。 

   また、市民参加のため関係福祉団体の推薦委員と公募委員（人材バンク等）により

地域福祉計画策定委員会を組織し、計画案の審議検討を行いました。 

 

 

 令和５年 

   ６月１２日 庁内において、第４期伊達市地域福祉計画進捗状況調査を実施 

８月２１日 伊達市地域福祉計画策定委員会設置（市民組織：第１回） 

         ・委嘱状交付、第５期伊達市地域福祉計画の概要について 

９月１２日 伊達市地域福祉計画策定会議開催（庁内組織：第１回） 

         ・第４期伊達市地域福祉計画進捗状況調書にともなう 

各取組の実績について調査を実施 

９月２９日 庁内において、第５期伊達市地域福祉計画（素案）について 

確認調査を実施 

  １０月２４日 伊達市地域福祉計画策定委員会開催（市民組織：第２回） 

         ・第４期伊達市地域福祉計画の取組状況について 

         ・第５期伊達市地域福祉計画（素案）について 

  １１月２４日 伊達市地域福祉計画策定会議開催（庁内組織：第２回） 

         ・第５期伊達市地域福祉計画（最終確認）について 

１１月３０日 伊達市地域福祉計画策定委員会開催（市民組織：第３回） 

       ・第５期伊達市地域福祉計画最終案について 

 

 令和６年 

   １月１５日 経営会議付議（原案決定） 

  

１月１７日 原案に対する市民意見公募（パブリックコメント）開始 

（２月１５日まで） 

   ３月    第５期伊達市地域福祉計画決定 
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 ２ 伊達市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

伊達市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 この要綱は、市民が主体となった地域福祉を推進する計画を策定するため、伊達   

 市地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置し、その組織運営等     

 について必要な事項を定めるものとする。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、地域福祉計画の原案について検討を行う。 

 

（組織） 

第３条 委員会は、市長が委嘱する委員１４名以内をもって構成する。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から計画決定までとする。 

２ 委員が任期の途中で交代した場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１名を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数の出席により成立する。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、健康福祉部社会福祉課において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年８月３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年８月１６日から施行する。 
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３ 伊達市地域福祉計画策定委員会委員名簿 

 

 

伊達市地域福祉計画策定委員会委員名簿 

 

（敬称略、順不同） 

 推 薦 団 体 氏    名 備    考 

委員長 西胆振心身障がい者職親会 大 垣 勲 男 理事 

副委員長 伊達市社会福祉協議会 安 藤   明 理事 

 伊達市民生委員児童委員協議会 石 本   武 副会長 

 伊達市老人クラブ連合会 市 澤 正 昭 副会長 

 伊達市連合自治会協議会 菅 原 讓 司 環境福祉委員 

 伊達身体障がい者福祉協会 木 村 正 裕 会長 

 

 
北海道社会福祉事業団太陽の園 佐 藤   琢 総務部長 

 伊達市校長会 佐 藤   淳 会長 

 社会福祉法人伊達睦会 大 越 祐 平 事務局長 

 公募 太 田 佳代子  

 公募 荒 井 秀 樹  

 公募 今 村 勝 吉  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第５期伊達市地域福祉計画 

            

発行 令和６年 ３月 策定 

編集 北海道伊達市健康福祉部社会福祉課 

〒052-0024 

      北海道伊達市鹿島町２０番地１ 

      ℡（０１４２）８２－３１９３ 


